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研究成果の概要（和文）：本研究は、福祉社会の今後を考えるために、ボランタリー活動がどのような役割を果たして
きたかを、歴史の視点から検討したものである。具体的には、100年前のイギリスで成立した地方規模、全国規模の官
民福祉の融合体（今日の「社会福祉協議会」）の活動を検討した。そこで「社会サ―ビス」が成立したが、それは第二
次大戦後の福祉国家成立後も脈々として活動を続け、福祉社会の重要な担い手のひとつとなっていることを示した。

研究成果の概要（英文）：This study explores the continuity of 'voluntary action' in the mixed economy of 
welfare from a historical viewpoint . The unique bodies mixing private and public welfare activities were 
formed in early-twentieth century Britain, such as the Guilds of Help and the social service societies. 
The national federation of those bodies was also established as the National Council of Social Service in 
1919. In those years, new concept of modern 'social service' was created. They were very positive in 
cooperating with the public authorities' welfare unlike traditional charity associations. They were 
labelled as 'new philanthropy'. They aimed at avoiding wasteful duplication of welfare activities and 
efficient coordination of the whole welfare mix. The new and modern 'social service' is an essential part 
of the welfare state. The 'voluntary action', in general, has historically played an important role in 
welfare society in Britain. We can learn historical lessons from the British experience.

研究分野：イギリス近現代史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

（１）現代的関心 

今日、GDP で表示される貨幣的な富が増大

しているにもかかわらず、他方では「格差社

会」「無縁社会」という言葉が普通に使われ

ている。社会に流通する貨幣が増大すればす

るほど、人びとの生活は厳しくなるパラドッ

クスが生じている。この現状は「生きづらさ」

という言葉で示され、それが臨界に達してい

る（湯浅誠・河添誠編(2008)『「生きづらさ」

の臨界―“溜め”のある社会へ』旬報社）。

また、家族、友人、地域、職場、地方自治体、

国家、私たちの生を取り巻く共同性がことご

とく崩壊している状況に警鐘をならす、『社

会はどう壊れていて、いかに取り戻すか』（金

子他：2014）という本も出版されている。し

かも、最後の寄る辺となるべき国家は、新自

由主義的政策と財政難のなかで、十分に福祉

機能を果たせず、福祉国家は機能不全に陥っ

ている。 

人の生には「人間が共に生きる場」として

の「社会」が不可欠であるにもかかわらず、

この共同性が壊れているために生きづらく

なる。しかも、自分の力で何とか生きたいと

思っても、経済成長を追求するあまり、「人

件費」＝「コスト」という視点で使い捨て労

働が蔓延し、労働の価値が毀損されている。

自立の困難と共同性の崩壊のなかで、格差社

会で傷ついた人びとには居場所がなくなっ

ている。「生きづらさ」が臨界に達している

のだ。GDP 世界 3 位を誇る日本，貨幣量で表

される富は増えているのに，社会はますます

疲弊し，生きづらくなっている。 

これに加えて、少子高齢化を迎え、対人サ

ービスの確保が深刻な危機を迎えている。金

銭給付を通じて、生のセーフティネットを提

供する以上に、人が人をサポートするシステ

ムを社会全体で構築する課題の方が、より難

しいことはいうまでもない。ケア労働の養成

には時間がかかるし、ケア労働は個々の人の

多様なニーズに対応しなければならないた

めに、フォーマット化できない総合性を有し

ているからだ。 

こうした現代に対する問題関心を背景に

して、歴史のなかで人びとの最低限の生を支

えてきた試みを掘り起こそうとした。 

 

（２）研究史的背景 

現状を変革するための素材は、歴史のなか

にある。今日われわれが当然のものとする福

祉の諸制度は、100 年ほど前のヨーロッパ諸

国で相次いで導入された。この過程をフォロ

ーすることで、今日の教訓となるような課題

がみつからないかと考えた。福祉国家の解体

の時期に、その生成過程を見直すことで何か

盲点を発見できるのではないかと考えた。 

研究史の現状もこれに符合する状況にあ

った。1980 年代の福祉国家の解体を受けて、

福祉国家の単線的発展史ではなく、各時代で

福祉のリソース全体がどのように動員され、

組織されてきたかを総合的に考える「福祉の

複合体」史が支配的となってきた。今回のプ

ロジェクトでも、この視点を活用し、その豊

富化をはかろうとした。 

 
２．研究の目的 

（１）「福祉の複合体」史とボランタリ・アク

ション 

本研究の目的は、イギリスの福祉レジーム

史における「ボランタリ・アクション」の連

続性とその歴史的意義を、長期的な視点から

明らかにすることにある。19世紀末から1950

年代を対象として、イギリス近代社会の変容

（現代化）と福祉国家形成史との関係で、「ボ

ランタリ・アクション」が、どのように維持

され、いかに変容したかを、「福祉の複合体」

史という＜総合＞と画期をなす三つの団体・

文書についての＜個別実証研究＞の双方を組

み合わせる形で描く。具体的に、その三つと

は、20世紀初頭の救援ギルド（Guild of Help

）、大戦間期の社会サービス全国協議会



(National Council of Social Service)、第

二次大戦期のベヴァリッジ報告である。従来

、別々に進められてきたチャリティ、相互扶

助、国家福祉の史的研究を対人サービスにか

かわる「ボランタリ・アクション」という概

念を軸として統合し、長期的に描くところに

本研究の独自性がある。 

 

（２）福祉のボランタリズム研究への学

際的問題提起 

本研究によって、「福祉の複合体」と

いう視点から福祉の担い手の相互関係

の長期的な変化が描かれるだけでなく、

イギリス社会の特質を表わすボランタ

リズムの長期的な連続性と変化が福祉

制度にどのような影響を与えたのかが

明らかにされる。さらに、この研究は、

現代の福祉問題研究に厚みを与えるこ

とができる。近年、福祉の思想史研究、

福祉政治学、福祉社会学などから、現代

の問題について活発な問題提起がなさ

れているが、そこに福祉の社会史的研究

を統合することで、思想と実態、福祉の

制度と社会のあり方との関係について、

より立体的な像を描くための諸論点を

提示することができる。 

 

３．研究の方法 

 基本的には、時系列に沿って、「新しいフ

ィランスロピ」と称される、国家・公的福祉

機関との連携を容認するボランタリ組織の

形成と活動を追跡し、最終的には 1948 年ベ

ヴァリッジが発表した『ボランタリ・アクシ

ョン』の構想内容が、どのような歴史的背景

のもとに生まれたのかを明らかにした。具体

的には、①救援ギルド（1904 年）の成立、②

1909 年『救貧法・貧民救済調査王立委員会報

告書』におけるボランタリ・アクションの記

述、③第一次世界大戦後の社会サービス全国

協議会（1919 年）の成立、④1948 年ベヴァ

リッジ『ボランタリ・アクション』への道と

いう、4 段階に分けながら、各段階の中心的

組織の活動と中心的文書の内容を分析した。 

 

４．研究成果 

（１）地方的福祉の再編 

 まず、20 世紀初頭における地方福祉の再

編（官民福祉統合）過程を明らかにした。 

福祉の複合体の再編は、20 世紀初頭に地方

から生じた。19 世紀末以降の経済的衰退と格

差社会の拡大は、救貧法という公的なセーフ

ティネットによる貧困救済の負担を大きく

していた。従来、公的福祉と民間福祉は「平

行線」的関係において、「交わらない」のが

ベストとされていた。つまり、極力、自助を

ベースとする民間福祉によって貧困に対処

するのがよいとされてきたが、それではもは

や地域社会の現実に対処できなくなってい

た。 

そこで、限られた地域の福祉資源をうまく

統合して、重複のない、効果的な貧困救済を

すべきだという声が、民間福祉組織から生ま

れた。 

こうした声をいち早く組織の形態に整え

たのが、国際的な経済競争に敗れ、産業の空

洞化を経験した北部の諸地域であった。リヴ

ァプールでは、19 世紀の段階から「リヴァプ

ール中央救済・慈善組織協会」という官民融

合組織ができあがっていたが、ブラッドフォ

ードでもそれに習いつつ、1904 年「救援ギル

ド」という組織が結成された。 

そこでは、「施しではなく、友人を」を合

言葉に、生活困難を抱える地域の人びとに

「ヘルパー」を提供する活動が行われた。ブ

ラッドフォーでは 450名のヘルパーが提供さ

れた。全国でも類似の活動がなされ、1911 年

で 83 の組織、8000 人を超えるヘルパーが組

織された。 

後のソーシャル・ワークにつながる地域組

織とヘルパーが、年金や保険という国家福祉



が導入され始める時期に整備された。 

 

（２）1909 年救貧法委員会報告書 

 「新しいフィランスロピ」が組織され、国

家福祉が導入される時期は、福祉制度のトー

タルな見直しの時期でもあった。本プロジェ

クトの第二の成果は、この議論のあり方を分

析できたことである。 

1905 年に設置された「救貧法・貧民救済

調査王立委員会」は、1909 年、「多数派報告」

と「少数派報告」に分裂したままの報告書を

提出した。さらに、そこには膨大な調査資料

が付随していた。とりわけ、救貧にかかわる

ありとあらゆる組織の代表者への意見聴取

資料は、現場の声を聴くことのできるきわめ

て有益な資料である。従来、この委員会では、

＜救貧法の維持・再編＞か、それとも＜解体

＞かの二項対立的な論争が展開されたと理

解されてきたが、この資料を詳細に分析する

なかで、同委員会はむしろ福祉の複合体をど

のように再編するかをめぐる場であったこ

とが明らかとなった。 

具体的には、救貧法の廃止よりも、救貧法

を底辺に置きながら、いかにして国家福祉を

導入し、どのような官民複合体の豊富化をな

すかが主要な論点であったことが分かった。 

もちろん、頑迷な「自助」論者がいて、従

来の「自助」に固執する人々もいたが、「新

しいフィランスロピ」の代表者は、みずから

の現場経験をもとに、より拡大し、密接化し

た官民福祉の組織が必要なことを主張した。

この部分については、まだ十分に文字化でき

ていないので、今年の課題としたい。 

 

（３）社会サービス全国協議会の組織と活動 

第一次世界大戦前の自由党による一連の

国家福祉の導入と戦争体験は、「福祉の複合

体」の緊密化を一層促進した。その結果、対

人サービスについては、1919 年に社会サービ

ス全国協議会（今日の「社会福祉協議会」）

が成立し、現代的なソーシャル・サービスが

確立した。この過程を明らかにしたのが、本

研究の第 3の成果である。 

地域的な社会サービスの展開と国家福祉

の導入は大戦前に進行していたが、世界大戦

というこれまでにない「総力戦」は、予想だ

にしなかった人的被害をイギリスにもたら

すとともに、救済のために官民が融合すべき

であるという気運を高めた。とりわけ、総力

戦の経験が、私生活への国家介入と税負担へ

の抵抗感を弱めていた。 

この結果、大戦終了期には「年金省」「保

健省」「労働省」などの国家の福祉組織が設

立された。これに呼応するように、「新しい

フィランスロピ」の側でも、全国組織を求め

る声が高まり、ついに 1919 年に全国組織が

できた。 

ただ、この組織はアンブレラ的組織であり、

一元的な活動を指示するまでにはなってい

なかった。連合体的組織として、さまざまな

情報と経験の交換、意見調整、補助金の配分

の場として機能した。 

今期の研究では、この活動の詳細までは分

析する余裕がなかったが、1920 年に開催され

たオックスフォード会議を中心に検討を進

め、この全国協議会がいかなる基本理念のも

とで活動を進めようとしていたかを明らか

にした。とりわけ、19 世紀末以降の理想主義

とジョン・ラスキンの考え方の影響が大きい

ことを発見した。 

また、この分析を通じて、戦後には福祉の

複合体が、現代福祉国家型へと再編される意

味について、骨太の展望をえることができた。 

 

（４）ベヴァリッジ『ボランタリ・アクショ

ン』への道 

第二次大戦後の「福祉国家の父」とよばれ

たのがウィルアム・ベヴァリッジである。彼

の福祉国家建設への最大の貢献が、社会保険

を基礎として国家福祉の整備を打ち出した



1942 年の『ベヴァリッジ報告』にあることは

周知の事実であるが、同時に、ベヴァリッジ

は、『自由社会における完全雇用』（1944 年）、

『ボランタリ・アクション』（1948 年）とい

う著作も著している。この 3 部作のなかで、

雇用確保に基づく自助と保険料支払いをベ

ースとした、社会保険中心の国家福祉の 1 階

部分の上に、ボランタリな福祉活動からなる

２階部分が聳え立つ、「トータルな福祉社会」

を構想していたことが近年強調されている。 

本研究は、こうしたベヴァリッジのプラン

がどのような歴史の実態を踏まえつつ提起

されたものであるかを明らかにした。 

新たな福祉社会構想の前提には、地方を基

盤とした福祉再編の実践と苦闘、戦争の被害

を伴う福祉の「国民共同体」創出へのニーズ

が存在していた。20 世紀前半の半世紀にわた

るこの格闘の結果、ベヴァリッジ構想がはじ

めて現実のものとなったことを明らかにし

た。何よりも、ベヴァリッジ自身が、この官

民福祉の融合のプロセスを直接経験し、その

なかで学生として、あるいは官僚として苦悩

していた。そうした経験が、かの有名な「福

祉国家」プランに結実したのである。こうし

た歴史的経緯のもとに、戦後福祉国家の形成

を理解しなければならないことが、よく理解

できた。 

但し、この部分については、まだ十分に活

字化しておらず、成果の公表を急がなければ

ならない。            

  

（５）現代社会への展望 

本研究の出発点には、強い現代的関心があ

ったが、それに対応する何らかの示唆を与え

るとすれば、以下のとおりである。 

①福祉国家とは、国家福祉だけが整備され

ればよいものではなく、社会の中に存在する

福祉資源のトータルな活用と整備・助成と一

体となったものでなければならないこと。 

②民間の福祉活力のボランタリ性を損な

うことなく、国家が多様な民間福祉活動を、

その多様性をそのまま承認する形で、促進す

る必要があること。つまり、福祉官僚的な枠

組みに、民間福祉を適合させるのではなく、

民間福祉のコーディネーターとして、各地

域・各団体のニーズに即した支援を行うべき

こと。 

③福祉国家と福祉社会の並行的拡大がな

ければ、増大し多様化する福祉ニーズには対

応不可能である。そのためには、何よりも地

域に密着したニーズと供給のあり方を、地域

に暮らす人びと自らが検討できる＜場＞が

提供されなければならない。 

 以上、5 点が今回の研究プロジェクトの成

果である。ただし、文中にも記したように、

まだ研究の成果を十分に公表できていない

ところもあるので、今後鋭意そのための努力

を継続したい。 
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